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上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
後述のファンドのリスクおよび費用に関する記載を必ずご確認ください。

 2025年5月以降、当ファンドのパフォーマンスは堅調に推移
 2025年2月の設定来、ポートフォリオの構築が進む
投資事例：ダイヤモンド・インフラストラクチャー・ソリューションズのご紹介

2025年5月以降、当ファンドのパフォーマンスは堅調に推移

本レポートのポイント

ご参考資料｜2025年10月

設定来のパフォーマンスとポートフォリオ構築状況

設定来のパフォーマンス

野村マッコーリー・プライベート・インフラ・ファンド
（以下、当ファンド）の基準価額は2025年2
月の設定来、4月にかけて為替変動の影響を
受けて下落しましたが、その後は堅調に推移
しています。 当ファンドが投資対象とする外国
投資法人（以下、外国投資法人）は2025
年2月28日に運用を開始し、ポートフォリオの
構築を進め、プライベート・インフラの組入比率
が高まるにつれ、当ファンドの基準価額は上昇
し、2025年9月16日時点の基準価額は
10,280円となりました。

当ファンドの基準価額は日次で算出されますが、
基準価額に反映される外国投資法人の評価
額の更新頻度は月次であるため、月中の基準
価額の変動は主に為替と信託報酬等の費用
によるもので、外国投資法人の評価額は一定
となります。外国投資法人は主に先進国を中
心とした世界各国の非上場インフラ企業の株
式等に投資を行ない、2025年2月末からの
約5ヵ月間でのパフォーマンスは＋6.0%
（2025年7月末時点）となりました。

外国投資法人のパフォーマンス※（米ドルベース）

（年/月）

2025年
3月 4月 5月 6月 7月 設定来

1.8% 1.0% 0.7% 1.7% 0.8% 6.0%

当ファンドの基準価額と米ドル（対円レート）の推移

（年/月）

（円） （円/米ドル）

当ファンドは特化型運用を行ないます。
野村マッコーリー・
プライベート・インフラ・ファンド
追加型投信／内外／その他資産（インフラ資産）

起点を100として指数化

（出所）ブルームバーグのデータおよびマッコーリーの情報を基に野村アセットマネジメント作成

※当ファンドが主な投資対象とするマッコーリー・プライベートマーケッツ・SICAV（ルクセンブルグ）－マッコーリー・インフラ
ストラクチャー・ファンド－クラスN（米ドル建て、分配金あり）の実績（費用控除後、分配金込み）です。
騰落率は当ファンドの運用実績ではありません。また、当ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

期間：2025年2月21日（設定日）～2025年9月16日、日次
上記期間において分配実績はありません。
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騰落率
期間：2025年2月28日（外国投資法人の設定日）～2025年7月31日、日次
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ポートフォリオの構築状況
2025年2月の設定来、ポートフォリオの構築が進む

当ファンドができるだけ早期にインフラ資産の組み入れができるよう、マッコーリーは自己資金を用いて、運輸・輸送、
デジタル、公益、グリーンエネルギーといったセクターにわたり、十分に分散された複数の非上場インフラ企業の株式を
事前に確保してきました。
そのため、外国投資法人は順調にポートフォリオの構築を進めています。2025年6月末時点では4件のプライベー
ト・インフラと1件のプライベート・クレジットが組み入れられ、ポートフォリオの約7割がプライベート・インフラで構成さ
れています。

2025年2月末

外国投資法人の資産内容（資産別配分）

2025年6月末

その他資産
100%

投資先名称 国・地域 セクター ウェイト

1 デズリ 北米 グリーンエネルギー 27%

2 アラインド・データセンター 北米 デジタル 15%

3 アイランド・グリーン・パワー 欧州 グリーンエネルギー 15%

4 ダイヤモンド・インフラストラクチャー・
ソリューションズ 北米 公益 12%

5 プロジェクト・エンバー 北米 グリーンエネルギー
（インフラデット） 2%

今後の見通しとしては、上記の組入上位銘柄に加え、プライベート・インフラ資産を複数追加する予定となっています。
2025年末～2026年3月末を目途に組み入れ地域・セクターをより分散し、プライベート・インフラを高位に組
み入れたポートフォリオの構築を目指しています。

組入上位銘柄（2025年6月末時点）

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

（出所）マッコーリーの情報を基に野村アセットマネジメント作成
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2025年4月末

プライベート・
インフラ
56%

プライベート・
クレジット 2%

その他資産
42% プライベート・

インフラ
69%プライベート・

クレジット 2%

その他資産
29%

外国投資法人は2025年2月に新たに設立されたファンドでありポートフォリオの構築期間中となっております。今後プライベート・インフラ等の投資対象への組み入れが高まっていくことが
想定されますが、2025年6月末時点ではプライベート・インフラの組み入れは4件、プライベート・クレジットの組み入れは1件となっております。
・国・地域は原則発行国・地域で区分しております。
・外国投資法人のプライベート・インフラおよびプライベート・クレジットを対象とし、投資済み案件の公正価値をもとに算出した上位10案件です。

・投資済み案件の公正価値をもとに算出しています。資産別配分はマッコーリーの分類に基づきます。



3/7参考情報を提供することを目的としており、特定案件の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。
また、過去の投資事例であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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4
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3

米国湾岸地域の化学コンビナートに電気・ガス・水道などのサービスを一括供給する総合インフラプラットフォーム

ダイヤモンド・インフラストラクチャー・ソリューションズ（以下ダイヤモンド社）は米国テキサス州およびルイジアナ州にて
複数の化学工場が集積するケミカルパークを5箇所運営しています。

投資事例：ダイヤモンド・インフラストラクチャー・ソリューションズ

ポイント①：世界的な化学メーカーであるダウ・ケミカルとの戦略的パートナーシップ

ポイント②：マッコーリーの幅広いインフラ運営能力を活用
ダイヤモンド社の事業の中心であるケミカルパークは、電気・ガス・水道・交通・廃棄物処理・パイプラインなど様々
なセクターを併せ持つ事業であり、その運営には幅広い知識と豊富な経験が求められます。多くのセクターにおい
て十分な実績を持つマッコーリーだからこそ引き受けることができた案件だとマッコーリーは考えています。マッコー
リーは同様のケミカルパークを欧州でも運営しており、業務効率化などの欧州での成功事例を当該案件でも応用す
ることが可能です。

第2次トランプ政権による関税引き上げから、ダ
イヤモンド社の主要顧客の短期収益性の圧迫が
懸念されていますが、これらのダイヤモンド社への
影響は限定的と考えられます。同社の収益の約
90％は長期契約から得ているほか、収益の大
半が固定的収入で、サービスの利用量に伴う変
動収益の割合は限定的です。関税などの外部
環境に影響を受けづらい比較的安定した収益
構造となっています。

ダイヤモンド社運営のケミカルパーク分布図

テキサス州

ルイジアナ州

フリーポート

米国湾岸パイプライン
プラケマイン

テキサスシティ

シードリフト

セントチャールズ

各ケミカルパークにおいて、ダイヤモンド社は
テナントである工場に対して、電気・ガス・水
道・交通・廃棄物処理などのインフラサービ
スを独占的に提供しています。
同社の収益の約7割は世界的な化学メー
カーであるダウ・ケミカルとの長期契約に支
えられています。ダウ・ケミカルとの契約期
間は99年間と非常に長く、仮にサービスが
全く利用されなかった場合でも一定の収入
が保証される契約形態です。

上記の記載内容は、特段の記載がない限り2024年12月末時点の情報をもとに作成。
（出所）マッコーリー、ダイヤモンド・インフラストラクチャー・ソリューションズの情報を基に野村アセットマネジメント作成
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上記は実際の地理的位置を正確に示したものではありません。

写真はイメージです。



4/7＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。

期間：2025年2月21日（設定日）～2025年9月16日、日次
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「野村マッコーリー・プライベート・インフラ・ファンド」

基準価額の推移

上記期間において分配実績はありません。

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

ファンドの運用状況
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【ファンドの特色】

「野村マッコーリー・プライベート・インフラ・ファンド」

●信託財産の成長を図ることを目的として積極的な運用を行なうことを基本とします。

●先進国を中心とした世界各国の非上場インフラ企業の株式（非上場インフラ株）等を実質的な主要投資対象※とします。
※ 「実質的な主要投資対象」とは、外国投資法人や「野村マネー マザーファンド」を通じて投資する、主要な投資対象という意味です。

●外国投資法人である「マッコーリー・プライベートマーケッツ・SICAV（ルクセンブルグ）－マッコーリー・インフラストラクチャー・
ファンド－クラスN（米ドル建て、分配金あり）」（以下「外国投資法人」といいます。）および国内投資信託「野村マネー マザー
ファンド」を投資対象とします。

●通常の状況においては、外国投資法人への投資を中心としますが、各証券への投資比率には特に制限は設けず、各証券の
収益性および流動性ならびにファンドの資金動向等を勘案のうえ決定します。
* 外国投資法人の投資証券の資金化に時間を要することが想定される場合には、当ファンドの償還に向け、十分な時間的余裕をもって外国投資法人の

投資証券の組入比率を引き下げることがあります。

●非上場インフラ株は、非上場であることやインフラ事業の運営に高い専門性を要するなどの特性から、アクセスに一定の制限
がある資産です。投資対象インフラ企業の経営支援を効果的に行なうため、外国投資法人においては関連する投資家・コン
ソーシアムと協調し、これらの企業の支配的な株主持分の取得を目指します。外国投資法人において投資対象インフラ企業
への投資機会は限定的であり、また限りあるファンド資金を効率的に投資対象インフラ企業に投下した結果として、当ファンド
における実質的な個別資産への投資において純資産総額に対して10％を超える集中投資が行なわれることが想定されます。

●外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行ないません。

●ファンドはファンド・オブ・ファンズ方式で運用します。

●原則、毎年1月、4月、7月および10月の30日※（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。
※第1、第2計算期末には分配を行ないません。

初回の分配は、第3計算期末（2026年1月30日）となります。

分配金額は、第3計算期間以降に、分配対象額の範囲内で、原則として配当等収益等の水準及び基準価額水準等を勘案し、
委託会社が決定します。

*委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

■外国投資法人「マッコーリー・プライベートマーケッツ・SICAV（ルクセンブルグ）－マッコーリー・インフラストラクチャー・ファンド－クラスN

（米ドル建て、分配金あり） 」の主な投資方針について■

・主に、先進国を中心とした世界各国の非上場インフラ企業の株式に投資することで、中長期的にキャピタル・ゲインとインカム・ゲインを獲得することを投資目標とします。

・当ファンドの主な投資対象である非上場インフラ株は、非上場であることやインフラ事業の運営に高い専門性を要するなどの特性から、アクセスに一定の制限がある資産

です。マッコーリー社は、独自の業界ネットワークと経験を活用して投資対象を発掘します。また、投資対象インフラ企業の経営支援を効果的に行なうため、当ファンドは関

連する投資家・コンソーシアムと協調し、これらの企業の支配的な株主持分の取得を目指します。投資対象インフラ企業への投資機会は限定的であり、また限りあるファン

ド資金を効率的に投資対象インフラ企業に投下した結果として、個別資産への投資において当ファンドの純資産総額に対して10％を超える集中投資が行なわれることが想

定されます。そのため、集中投資を行なった企業の経営や財務状況の悪化などが生じた場合、大きな損失が発生するリスクがあります。なお、当ファンド単独で投資対象企

業の議決権の過半を取得するものではありません。

・投資対象インフラ企業の選定にあたっては、当該企業が提供するサービスの地域社会における必要不可欠性、独占性、キャッシュフローのインフレや景気変動に対する

耐性や予見性などに着目します。

・インフラ関連企業の株式への投資割合は、ファンドの純資産総額の70-85％を目指します。

・純資産総額の30％を上限に、インフラ企業やプロジェクトを借り手とした負債性証券・ローン債権（プライベート・クレジット）、高流動債券、上場株式、現金および現金同等

物等を保有します。

・マッコーリー・インフラストラクチャー・ファンド－クラスN（米ドル建て、分配金あり）は、組入資産について原則として為替ヘッジを行ないません。

・ヘッジまたは効率的な運用を目的として、デリバティブ取引を利用することがありますが、投機目的で利用することはありません。

当ファンドは、⼀般社団法人投資信託協会が定める「信用リスク集中回避のための投資制限」に定められている「特化型運⽤」を行なうファンドに該当します。

当ファンドが実質的に投資対象とする非上場インフラ株の投資候補銘柄群の中には、寄与度（市場の時価総額に占める割合）が10%を超える、もしくは超える可能性が高い

銘柄（支配的な銘柄）が存在すると考えられます。

実質的な投資が支配的な銘柄に集中することが想定されますので、当該支配的な銘柄の発行体に経営破綻や経営・財務状況の悪化等が生じた場合には、大きな損失が

発⽣することがあります。
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【お申込メモ】 【当ファンドに係る費用】

●信託期間 2035年1月30日まで※（2025年2月21日設定） ◆ご購入時手数料 ご購入価額に3.3％（税抜3.0％）以内で販売会社が独自に

※外国投資法人の解約注文の不成立等により投資対象資産の資金化 定める率を乗じて得た額

が困難であると委託会社が判断した場合等には、受託会社と合意のうえ、 ＊詳しくは販売会社にご確認ください。

信託期間を延長することがあります。また、信託期間満了日に信託を終了 ◆運用管理費用 ファンドの純資産総額に年1.43％（税抜年1.30％）の率を乗じて

できない真にやむを得ない事情が生じたときは、受託会社と合意のうえ、 　（信託報酬） 得た額が、お客様の保有期間に応じてかかります。

信託期間を延長します。この場合において、延長後の信託期間終了日に ○実質的にご負担いただく信託報酬率（注）

おいても当該事由が解消しない場合も同様とします。 　　　　　年2.68％程度（税込）+成功報酬

●決算日および 原則、毎年1月、4月、7月および10月の30日（休業日の場合は翌営業日）。 （注）ファンドが投資対象とする外国投資法人の信託報酬を加味

　 収益分配 第3計算期間以降、年4回の決算時に分配の方針に基づき分配します。 して、投資者が実質的に負担する信託報酬率について算出した

（再投資不可） ものです。なお、投資対象とする外国投資法人には、運用実績に

●ご購入価額 ご購入約定日の基準価額 応じて成功報酬がかかります。詳しくは、投資信託説明書（交付

●ご購入単位 500万口以上1口単位または500万円以上1円単位（当初元本１口＝１円） 目論見書）の「投資対象とする外国投資法人の概要」をご参照
※ご購入単位は販売会社によって異なる場合があります。 ください。

●ご購入代金 申込日：毎月1日（ただし2025年2月は21日から。国内営業日でない場合 ◆その他の費用・手数料 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、外貨

は翌国内営業日。）から同月の最終特定営業日まで 　 建資産の保管等に要する費用、監査法人等に支払うファンドの

約定日：申込月の月末の29特定営業日後 監査に係る費用、ファンドに関する租税等がお客様の保有期間

受渡日：約定日の6国内営業日後までに、お申込みの販売会社に 中、その都度かかります。

お支払いください。 ※これらの費用等は運用状況等により変動するため、事前に

※特定営業日とは、ロンドンおよびルクセンブルクの銀行営業日かつ 料率・上限額等を示すことができません。

国内営業日（12月24日を除く）をさします。 ◆信託財産留保額 1万口につき基準価額に0.3％の率を乗じて得た額

●ご換金価額 ご換金約定日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額 （ご換金時）

●ご換金代金 申込日：1月、4月、7月または10月の1日（国内営業日でない場合は 上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に

翌国内営業日）から同月の最終特定営業日まで 応じて異なりますので、表示することができません。

約定日：申込月の翌々月（3月、6月、9月または12月）の月末の34特定 ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

営業日後

受渡日：約定日の6国内営業日後から、お申込みの販売会社で

お支払いします。

※特定営業日とは、ロンドンおよびルクセンブルクの銀行営業日かつ

国内営業日（12月24日を除く）をさします。

なお、投資対象資産の売却や売却代金の入金が遅延したとき等は、

換金代金の支払いを延期する場合があります。

●課税関係 個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに換金時および

償還時の譲渡益に対して課税されます。

ファンドはNISA（少額投資非課税制度）の対象ではありません。

なお、税法が改正された場合などには、内容が変更になる場合が
あります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

ファンドは、外国投資法人等への投資を通じて、株式、債券およびローン等に実質的に投資する効果を
有しますので、当該株式の価格下落、金利変動等による当該債券およびローンの価格下落や、当該株
式の発行会社、当該債券およびローンの発行体の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が
下落することがあります。ファンドは実質的に未上場株式を組み入れますので、流動性等による価格下
落により、基準価額が下落することがあります。また、外貨建資産に投資しますので、為替の変動により
基準価額が下落することがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失が
生じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

【投資リスク】

（2025年10月現在）

「野村マッコーリー・プライベート・インフラ・ファンド」

換金に関する留意点
外国投資法人の解約注文の不成立等により投資対象資産の資金化が困難な場合等には、ファンドの換
金申込みの受付を中止することおよび既に受付けた換金申込みの受付を取り消す場合があります。
また当該事由が解消しない場合等には換金申込みの受付を中止する期間が長期化する場合があります。
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【当資料について】

当資料は、ファンドに関する参考情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。

当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

当資料中の記載事項は、全て当資料作成時以前のものであり、事前の連絡なしに変更されることがあります。

当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。

【お申込みに際してのご留意事項】

ファンドは、元金が保証されているものではありません。

ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。

お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判
断ください。
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